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労働局長による紛争解決の援助事例１
○均等法第17条に基づく援助

妊娠・出産したことを理由とする不利益取扱の事例

＜労働者からの申立内容＞

　　　妊娠を報告した直後から退職勧奨を受けつつも産前産後休業を取得。復帰後、契約期間の満了をもっての雇い止めを通知されるが、受け入れず、契約更新を求めた。結果、契約更新されることになったが、勤務日数が減り、雇用保険資格を失うなど著しく労働条件を引き下げる契約内容を提示されている。雇用保険資格が継続できる条件での契約更新を求めたい。
＜事業主の主張＞
　　妊娠報告に対し、退職を求めた事実はない。

　　従来より、雇用契約の締結に際しては、勤務実態に基づいて所定労働時間を決定している。
　　申立者は産後休業から復帰後、申立者の申出により勤務日数を減らして就労しており、勤務実績が少ないため雇い止めを通知した。契約更新の希望があったため、契約更新後の労働条件は復帰後の勤務実態に合わせた内容で提示した。
＜紛争解決援助の内容＞

　事業主に対し、妊娠・出産を理由として契約更新を行わないことや、更新後の労働

条件を引き下げることは均等法９条の不利益取扱にあたることを説明。復帰後の勤務

実績の減少は一時的であったことからも、契約更新においては、労働者の意向を確認

して契約を交わすことによる解決を助言。
＜結果＞

　　　申立者の希望に沿って雇用保険資格が継続できる条件で契約を更新することとなり、紛争は解決した。

労働局長による紛争解決の援助事例２
○均等法17条及び育介法第52条の4に基づく援助

期間雇用者の産前産後休業・育児休業取得の事例

＜労働者からの申立内容＞

　　　登録型派遣で約３年就労している。産前産後休業と育児休業の取得を申し出たところ、育児休業は対象とならないので取得させてもらえず、産前産後休業は取得してよいが、取得と同時に社会保険資格を喪失させられることになった。労働条件の変更なく産前産後休業を取得し、引き続き育児休業を取得したい。

＜事業主の主張＞

　　産前産後休業は対象となるため取得させるつもりであったが、休業期間中の雇用契約については不就労期間となることを考慮して条件の変更を検討していた。

　　育児休業については、申立者は短期の雇用契約を繰り返している期間雇用者であったため、対象とならないと判断した。

＜紛争解決援助の内容＞

　　雇用契約した期間について、産前産後休業のため不就労であっても休業取得前の労働条件を一方的に引き下げることは均等法第9条の不利益取扱いにあたることを説明。労働条件を引き下げることなく契約更新手続きを行い、産前産後休業を取得させることを助言。
また、育児休業については、短期の雇用契約を繰り返している期間雇用者であって

も、申立者の雇用実態を見て判断すると、対象労働者の要件に合致する可能性が高い

ことを説明。育児休業を取得させることによる解決を助言。

＜結果＞

申立者の希望どおり、労働条件の変更なく産前産後休業及び育児休業が取得できる

ことになり、紛争は解決した。

